
調査結果の概要及び今後の改善点・検討の方向性

○ 後発医薬品使用割合と平均備蓄品目数には正の相関関係が認めづら

い状況であり、本加算の意義は後発医薬品の使用によるかかり増しの

費用への対応の側面ではなく、インセンティブとしての側面が強く

なっている。加算を取得している保険薬局の割合は全国平均で、

73.9%となっており、都道府県によっては９割を超えていることから、

既に現行の加算制度では、これ以上使用割合を高める機能を期待する

ことができない状態にあるといえる。

○ また、令和５年度末までの新目標による適正化効果の増加分は200

億円程度と見込まれる一方、現行制度では毎年加算が1,200億円程度

とされており、費用対効果も見合っておらず、加算制度については、

廃止を含めた見直しを行うべきである。

○ その際、減算については、適用が181件と極めて限定されており、

対象範囲を大幅に拡大するなど減算を中心とした制度に見直すべきで

はないか。

反映状況票

反 映 の 内 容 等

○ 令和４年度予算に係る大臣折衝において、費用対効果を踏まえた後発

医薬品の調剤体制に係る評価の見直しについて、中央社会保険医療協

議会での議論も踏まえて、改革を着実に進めることを合意した。

府 省 名 調 査 事 案 名
調 査
主 体

取 り ま と め
財 務 局

３年度予算額 ４年度予算案 増▲減額 反映額

厚生労働省 （19）診療報酬（後発医薬品関係） 本省 －
11,760,710

の内数
11,807,626

の内数
46,916
の内数

－

事案の概要
後発医薬品については、診療報酬において保険薬局を対象に「後発医薬品調剤体制加算」を設けて使用促進を図っている。令和５年度末ま

でに使用割合を、全ての都道府県で80%以上とする新たな目標を設定したところ（令和２年９月時点で78.3%）であるが、本調査において、新
目標との関係を踏まえた後発医薬品調剤体制加算の在り方について検討を行う。

（単位:百万円）


